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１．受注案件における追加の損失発生について

２．個別決算における価格調整金の計上について

３．業績に与える影響

以上

日 本 車 輌 製 造 株 式 会 社

受注案件における追加の損失発生および

記

平成28年4月26日

価格調整金の計上に関するお知らせ

 当社は、平成28年３月期連結決算において、米国向け大型鉄道車両案件についての追加の損失引当を

計上しました。また、当社の米国子会社であるNIPPON SHARYO U.S.A.,INC.（以下「日本車両ＵＳＡ」

という）に支払う平成27年度の価格調整金につきまして、当初予定しておりました金額から増加しまし

たのでお知らせいたします。 

 業績に与える影響につきましては、本日発表の「平成28年３月期通期連結業績予想との差異に関

するお知らせ」をご参照ください。なお、価格調整金については、個別決算において計上されるも

のであり、連結決算においては相殺消去されるため、連結業績に与える影響はありません。  

 平成27年10月27日に発表しました日米の移転価格税制を踏まえた当社と日本車両ＵＳＡとの間で

の価格調整金の受払いについて、平成27年度の価格調整金として当社から同社に対し４９億円程度

を支払う予定としておりました。しかしながら、前述の追加の損失引当などで同社の損失が拡大し

たことから、平成27年度の支払額が１０２億円と大幅に増加しました。なお、この価格調整金は、

平成28年３月期個別決算の営業費用に計上しております。 

 今後に売上を予定している米国向け大型鉄道車両案件について、平成27年９月15日に発表しまし

た当該案件の設計見直しの進捗状況などを踏まえ、直近の原材料・部品の手配状況、現地雇用作業

員の作業習熟状況からの製造工数の見直しなど、見積原価の精査を行いました。その結果、原価の

増大が避けられない情勢であることから、追加の損失引当を実施することとし、平成28年３月期連

結決算に第４四半期会計期間の追加の損失引当繰入額として５４億円を計上しております。 
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